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１. 組織の概要  

 

【会社名】 株式会社 クラウン無線  

 

【代表者】  代表取締役社長 田中英二 

 

【事業所】 

 住     所 床面積（㎡） 

本社 東京都千代田区外神田 3－9－4 クラウンビル 536 

東京営業所 東京都千代田区外神田 3－9－10 454 

大阪営業所 大阪府大阪市北区天神橋 2丁目北 1-23 丸丹ビル 202 107 

  

 

【事業内容】   電子部品、パソコン関連製品の総合商社   

                                      

【事業規模】 資本金   4,000万円 

     

社員数    55名 

 

売上高    41億 6,300万円 （2022年 7月期） 

      

【環境管理責任者】 

デバイス事業部 次長 鹿野修三 

連絡先 電話 03－3255－2436 

       FAX 03－3258－3492 

       E-mail shikano@crown-musen.co.jp 

 

 

２. 認証に関わる対象範囲        

  

【登録範囲】 電子部品及びパソコン関連製品の販売に関するすべての事業活動   

に適用する。 

 

【レポートの対象期間】 

2022年 1月 1日より 2022年 12月 31日 

発行日 2023年 4月 21日 
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３. 環境経営方針 

 

【基本理念】 

地球環境の保全は、私たちに課せられた将来の世代に対する責務です。 

電子部品及び OA製品の販売を行う商社として株式会社クラウン無線は、 

“創造・実行”の経営理念のもと、環境マネジメントシステムの構築、及び 

継続的な改善と運用により人類社会の発展と地球環境の調和に貢献致します。 

 

【行動指針】 

1. 環境法規制等の遵守 

環境に関連した法規制、及び当社が同意したその他の要求事項を遵守します。 

 

2. 重点的に取り組む環境改善活動 

① 環境に配慮した製品の販売 

② 二酸化炭素排出量の削減 

③ 廃棄物排出量の削減 

④ 水使用量の削減 

⑤ グリーン購入の推進 

⑥ エコドライブの実施 

 

3. 環境経営方針の周知と公表 

全社員に環境経営方針を周知し、環境保全意識の向上を図ります。 

また、この環境経営方針をホームページ上に公開し、広く理解と協力を求め 

ます。 

 

 

                   制定日   ２０１０年１２月１日 

  改定日    ２０２０年２月１日 

 

                         株式会社クラウン無線 

                            代表取締役社長                     

田中 英二  
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４. 環境経営目標 

 

全社 （本社・東京営業所・大阪営業所） 

 

  項目 中期目標 2022 年目標 

  電力使用量の削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

    2018 年度累計数値以下維持管理 （78,068kＷh 以下） 

    （2018 年度累計 78,068kＷh） （2021 年度累計 71,549kＷh） 

  ガソリン使用量の削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

    2018 年度累計数値以下維持管理 （17,674L 以下） 

    （2018 年度累計 17,674L） （2021 年度累計 12,800L） 

  二酸化炭素排出量削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

  排出係数 0.324 0.462 2018 年度累計数値以下維持管理 （69ｔ－CO２以下） 

    （2018 年度累計 69ｔ－CO2） （2021 年度累計 59ｔ－CO２） 

  OA 用紙使用量の削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

    2018 年度累計数値以下維持管理 （274,800 枚以下） 

    （2018 年度累計 274,800 枚） （2021 年度累計 266,400 枚） 

  水使用量の削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

    2018 年度累計数値以下維持管理 （311 ㎥以下） 

    （2018 年度累計 311 ㎥） （2021 年度累計 301 ㎥） 

  廃棄物排出量の削減 2023 年末まで 2018 年度累計数値以下維持管理 

    2018 年度累計数値以下維持管理 （10.3ｔ以下） 

    （2018 年度累計 10.3ｔ） （2021 年度累計 10.0ｔ） 

  

環境配慮型製品の販売 

 

 

 
 

2023 年末まで 

環境に配慮した電子部品を 2018 年

度累計販売数（7,652 個）の 30％増

(9,948 個)を目標に販売推進する 

特定した環境配慮型の電子部品

を 2018 年度累計販売数（7,652

個）の 28％増（9,795 個）を目標

に販売推進する 
 

 
誤出荷防止活動 

 

誤出荷を出荷件数の 0.015％以内と

する 

誤出庫、誤出荷の防止対策を 

徹底する 
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５. 環境経営計画 

 項   目 活  動  内  容 

1 電力使用量の削減 ① エアコンの温度設定 

②   （夏季 26～28℃、冬季 20～22℃に設定） 

② エレベーターの使用を控え階段を利用する 

③ 昼休みや時間外の不必要な電気の消灯 

④ 使用していないパソコンの電源オフ 

⑤ ブラインドやカーテンの利用により日射の調整を行う 

⑥ ノーネクタイ等の軽装を実施 

⑦ ノー残業デーの実施 （毎週水曜日） 

⑧ 本社１階エントランスの照明を日中は消灯する 

2 ガソリン使用量の削減 

 

 

 

① 不必要なアイドリングを行わない 

② 法定速度の順守 

③ エコドライブなど、燃費向上手段の励行 

④ 社用車のエコカーへの切り替えを推進 

⑤ 効率的な営業ルートを心掛ける為にカーナビを装備 

3 二酸化炭素排出量の 

削減 

① 再生エネルギーを活用した電力会社への切り替えを引き

続き検討する 

② 電力の使用量、ガソリンの使用量を削減することにより

実現する 

4 OA用紙使用量の削減 ① パソコンの活用による、ペーパーレス化の推進 

② 使用済み用紙の裏面使用の推進 

③ 両面印刷、集約印刷の活用 

④ 簡潔な文章の作成や共有化の推進により、不要な 

文書を削減する 

⑤ 無駄な印刷をなくす 

5 水使用量の削減 ① 節水の掲示を行い、意識を高める 

② 手洗い時や洗い物の際などに流量を適正化する 

6 

 

廃棄物排出量の削減 

 

① シュレッダーにかける書類を、回収業者に出して 

再生紙としてリサイクルを行う  

② 段ボールなどを再利用する 

③ 通い箱の利用 

7 環境配慮型製品の販売 環境に配慮した対象製品の販売推進に努める 

8 誤出荷防止活動 誤出荷防止マニュアル（出庫作業手順書、チェックリスト等）

を作成し、防止対策を徹底する 
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６. 実施体制 

 

 

最高責任者 

 

 

環境経営方針の制定 

経営資源の確保及び配分 

環境経営システムの評価・見直し・改定 

環境経営レポートの承認 

環境管理責任者の任命・監督 

 

環境管理責任者 

 

 

 

環境経営システムの構築・実施・維持管理 

環境経営目標及び環境経営計画の策定 

順守評価の実施 

環境上の緊急事態への準備及び対応 

環境に関する指示を組織に伝達、実施の統括 

環境経営レポートの作成 

                          

推進担当者                         

 

 

担当する活動の推進 

その他エコアクション 21に関する業務全般 
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７.１ 環境経営目標の実績 

 

全社 （本社・東京営業所・大阪営業所） 

 

項   目 2018年 1～12月 目標値 2022年 1～12月 達成状況 

（単位）         累計実績   累計実績   

電力使用量   （kＷh） 78,068 78,068 72,716 ○ 

    以下 （2018年比 6.9％減）   

ガソリン使用量   （L） 17,674 17,674 14,199 ○ 

    以下 （2018年比 19.7％減）    

CO２排出量 （ｔ－CO2） 69 69 61  ○  

 排出係数 0.324 0.462   以下 （2018年比 11.6％減）    

OA用紙使用量  （枚） 274,800 274,800 262,200 ○ 

    以下 （2018年比 4.6％減）    

水使用量      （㎥） 311 311 304 〇 

    以下 （2018年比 2.3％減）    

廃棄物排出量    （ｔ）  10.3 

 

10.3 

以下 

9.9 

（2018年比 3.9％減） 

○ 

 

＊ ＣＯ２排出量の係数は平成 30 年度の二酸化炭素排出係数。本社は、出光グリーンパワー

（0.324kg-CO2/kWh）、東京営業所は東京電力（0.462kg-CO2/kWh）、大阪営業所は関西電

力（0.416kg-CO2/kWh）を使用しています。 
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７.２ 環境経営活動の取組結果とその評価 

 

 

取組項目と目標 2022年度の活動内容と評価 

電力使用量の削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

本社に設置しているスマートメーターを活用し、始業時

に各フロアでエアコンをつけるタイミングをずらしたり、

温度設定を低めにすることで、電力消費を抑えた。 

使用していないパソコンの電源オフを周知徹底した。 

本社エアコンの清掃を２回、点検を４回例年通り行っ

た。 

 

ガソリン使用量の削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

新型コロナウイルス感染拡大による取引先の訪問制限

が解かれ、社用車を利用する営業活動が増えたことに

より、ガソリン使用量は、前年度と比較して 12％増の数

値となった。 

エコドライブなどの燃費向上手段を励行した。 

ハイブリッド車の割合が増え、ガソリン使用量は削減で

きている。 

二酸化炭素排出量の 

削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

本社で使用する電力は引き続き出光グリーンパワーか

ら購入し、二酸化炭素排出係数の少ない電力供給を維

持した。風力・太陽光・バイオマス・地熱等の再生可能

エネルギーを販売する会社に関する情報の収集を継続

する。 

OA用紙使用量の削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

 

営業が使用するパソコンをノートパソコンに切り替え、

持ち運びが可能となったことが、ペーパーレス化につな

がっている。 

全事業所においてシステム上でデータ共有することを

徹底し、無駄な印刷を省くことに努めた。 

社内文書などに裏紙使用の徹底ができた。 

水使用量の削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

コロナ禍において手洗い、うがいを徹底したため、水使

用量の増加を予測したが、前年より減少した。 

 

廃棄物排出量の削減 

2018年度累計 

数値以下維持管理 

 

パンフレットやカタログ、シュレッダーにかける書類に加

え、封筒、ＤＭや雑紙もフロアごとに集め、年間で紙類

75㎏を回収業者に出してリサイクルした。 
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本社に設置している電力の使用状況を「見える化」するスマートメーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

【環境配慮型製品の販売】 

 

当社が販売するスイッチング電源の中から、「高効率」、「低待機電力」の環境に配慮

した製品群を選び、販売推進に努めた。 

2018 年度累計販売数 7,652 個の 28％増である 9,795 個の目標に対し、2022 年度累

計販売数は 11,867個で、目標を大幅に上回る結果となった。（達成率は 121.2％） 

2023年末までの中期目標である 2018年度累計販売数の 30％増も達成したため、目

標値を以下の形に引き上げる。 

 

＜中期目標及び 2023年目標＞ 

2023年末まで 

環境に配慮した電子部品を 2018 年度累計販売数（7,652 個）の 70％増（13,008 個）

を目標に販売を推進する  

 

 

「高効率」、「低待機電力」 スイッチング電源 
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【環境上の緊急事態への準備及び対応】 

 

当社では、自然災害などの不測の事態に備えて、事業を継続するための基本的な計

画を策定している。 （2016年 11月策定） 

 

主に、 

・ 販売システムサーバーのバックアップを設け、サーバー切り替えの手順書を作成 

・ 災害時の安否確認としてメール配信システムを活用して、安否確認の手順書を 

作成 

・ 非常食や非常用簡易トイレなどの備蓄品リストを作成 

・ 災害時における初期行動や避難場所、近くの総合病院などを記載したハンドブッ

クを作成し、社員に配布 

・ 緊急時に備え、自宅で業務が可能な社員を対象に、リモートワークのシステムを

構築 

 

【誤出荷防止活動】 

 

商品を誤って出荷した場合、返送となり、必要の無い輸送が生じて環境に負荷がか

かるので、2020年度より誤出荷を防止する活動を行っている。 

2022年度は、年間出荷件数 192,919件のうち、誤出荷は 12件であった。 

誤出荷件数 年間 0.015％以内の目標に対して、0.006％の結果となった。 

引き続き、現品と伝票に記載されている型番の確認を徹底し、出荷ミスを防止すべく

活動を継続する。 

 

７.３ 次年度の取組内容及び環境経営目標 

 

2022年度の環境経営計画を継続し、新たに以下の項目を加えて活動する。 

 

＜新たな活動＞ 

 

【OA用紙使用量の削減】 

 

取引先からの FAX受信を印刷せずに PDF形式でデータを保存することで、ペーパー

レス化の取り組みを行う。 

 

【環境関連法規制等の遵守状況の確認】 

 

環境法規制一覧を、東京と大阪で別々に作成し、遵守状況をより明確に確認する。 
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【ガソリン使用量の削減】 

 

社用車の買い替えに伴い、1台をハイブリッド車にする。（7月に実施予定） 

7 月以降、社用車は１０台（ワゴン車 1 台、コンパクトカー1 台、ハイブリット車 8 台）

なるが、引き続き、買い替え時は燃費の良いエコカーの導入を検討する。 

 

次年度環境経営目標 

 

全社 （本社・東京営業所・大阪営業所） 

 

項目 

 

2018年度 

基準年実績 

2023年度中期目標 2023年度目標 

電気使用量の削減 78,068kwh 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

ガソリン使用量の削減 17,674L 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

二酸化炭素排出量の 

削減 

69ｔ-co2 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

 

OA用紙使用量の削減 

 

274,800枚 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

 

水使用量の削減 

 

311㎡ 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

 

廃棄物排出量の削減 

 

10.3ｔ 2023年末まで 

2018年度数値以下維持管理 

2018年度数値以下維持管理 

 

環境配慮型製品の販売 

 

 

7,652個 2023年末まで 

2018年度販売数の 70％増 

（13,008個） 

2018年度販売数の 70％増 

（13,008個） 

誤出荷防止活動 

 

 

 誤出荷の件数を年間出荷件数

の 0.015％以内とする 

誤出庫、誤出荷の防止対策を 

徹底する 

 

 

８. 環境関連法規制等の遵守状況の確認 

 

●都民の健康と安全を確保する環境に関する条例 遵守 

 （アイドリングストップ） 

●廃棄物の処理及び清掃に関する法律   遵守  

●資源有効利用促進法（家電リサイクル法）  遵守 
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●消防法      遵守 

●フロン排出抑制法                        遵守 

改正フロン法（フロン排出抑制法）に伴い、エアコンの簡易点検記録簿を作成し、 

定期的にエアコンの点検を行っている。 

 

環境関連法規制等、遵守状況の定期評価の結果、違反及び外部からの苦情はあり

ません。また、関係当局からの違反等の指摘はありません。 

 

 

９. 代表者による全体評価と見直しの結果 

 

２０２２年は新型コロナウイルスの感染拡大が断続的に続いたことにより、営業活動

が制限された結果、環境経営目標は達成となった。２０２３年は、環境配慮型製品の

販売の活動を強化するとともに、新たな活動であるペーパーレス化を推進し、業務活

動から生じる環境負荷の低減に、より積極的に取り組むこと。 

 

 

次回の環境経営レポートの発行は、２０２４年４月を予定しています。 


